














Emergent Effect of the 'Wood Start' by Collaboration between 
Distant Local Communities.




 Contemporary Japanese Society is facing a declining population.  The sustainability of the local 
community is becoming a universal problem.  In recent years, new possibilities of urban rural exchanges, 
through the "Collaboration between Distant Local Communities" based on ties through local resources, 
have been drawing attention in depopulated rural village.  In this paper, first, theoretical trend of Neo-
Endogenous Development which actively grasp the interaction between internal and external capabilities is 
considered.  Second, a case study of the "Wood Start", a kind of the Mokuiku (wood education), utilizing the 
historical ties between Shinjuku Ward, Tokyo, and Ina City, Nagano, since the Edo era.  In 2011, Shinjuku 
Ward declared to start the "Wood Start".  Since then, more than 2000 wooden toys a year are produced by 
6 woodworking craftsmen in Ina City and are gifted to newborns in Shinjuku Ward.  It became clear that 
this project not only supports the management base of woodworking craft industry in Ina City but also 
creates an emergent effect such as a new collaboration of woodworking craftsmen.  The "Wood Start" by 
collaboration between distant local communities, there is a possibility that it will lead to local revitalization 
based on the strengths and weaknesses of both urban and rural area.  However, the issue of rebuilding 
"social technology of local resource management", such as regeneration of small, local wood market, 
emerges.
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うち、2010 年から 2040 年までの間に若年女性
人口が半減する市区町村は 896 にのぼり、全体


















































































































































書（Dag Hammarskjöld Foundation, 1975）や、
鶴見和子（1976）が相次いで使用したのが嚆矢







































































































































































図 1 年別連携開始自治体数（地域活性化センター, 2015:24） 
 
表 3 長野県内市町村の遠隔自治体間連携先 
北海道 6 東京都 21 京都府 0 香川県 2 
青森県 0 神奈川県 13 大阪府 2 愛媛県 1 
岩手県 1 新潟県 6 兵庫県 2 高知県 0 
宮城県 2 富山県 4 奈良県 2 福岡県 1 
秋田県 2 石川県 2 和歌山県 3 佐賀県 1 
山形県 0 福井県 2 鳥取県 0 長崎県 1 
福島県 3 山梨県 1 島根県 1 熊本県 1 
茨城県 2 岐阜県 3 岡山県 2 大分県 1 
栃木県 0 静岡県 20 広島県 0 宮崎県 0 
群馬県 2 愛知県 14 山口県 0 鹿児島県 3 
埼玉県 3 三重県 0 徳島県 1 沖縄県 0 
千葉県 8 滋賀県 1     
 
 長野県は北海道、岩手、福島に次いで全国 4 番目の広さをもち、信濃川（千曲川）、天竜
川、木曽川の 3 つの大河川の源流部をなす4。平成の大合併を経てなお 77 の市町村があり、
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北海道 6 東京都 21 京都府 0 香川県 2
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誕生祝い品を製作したが、2012 年度からは 7 種
となり、2013 年度からは東京おもちゃ美術館の
入場パスポートとオリジナルおもちゃのセットが





















ォーラム伊那へ支払われる仕組みになっている。これらの関係を図 2 にまとめた。 
 















 A 氏（60 代男性）は WF 伊那の発足以来、代表を務める。旧高遠町の出身で、祖父は石
屋、父の代から「木地師」だ。高卒後、小田原で木工ろくろ、南足柄で漆の修行を経て高遠
へ帰郷した。現在は漆器工芸店を開業している。 




























品事業にあわせて 2011 年 5 月に結成された。筆
















































職人が 2 人、建具職人が 2 人、家具を中心に小物
まで手がける職人が 1 人、工業デザインの技術者





　2012 年度から 2015 年度の誕生祝い品の贈呈
実績は、新宿区の資料によれば年間平均で 2157








児 1 人あたり 10000 円であった。仮に単価をそ


























ば、7 点の木製品のうち、もっとも多い 4 点の製
作に関わっている B 氏は、1 年のうち 10 ヶ月ほ
どの期間を、ウッドスタートの仕事に費やして
いるという。木工職人としての収入においても、






している A 氏から E 氏まで、年間の収入におけ
る本業とウッドスタートの比率を大まかに聞い
た。A 氏は「だいたい 50%」、C 氏は「3 分の 1
くらい」、D 氏は収入については語らなかったが
担当している製品を作るのに 1 回につき 4 日を年










以前に本業で接点があったのは A 氏と F 氏（F
氏の勤務する企業から A 氏への発注）、A 氏と D
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75
遠隔地域間連携による「ウッドスタート」の創発的効果

















































の感覚の切り替えであったという。たとえば建具職人の C 氏はこう話す。 
 












































実、そして困難の打開である。表 4 は、2013 年




























漆のガラガラ森のセット （※ 2017 カタログから掲載） サクラ、カツラ











えられた木を加工していく」と A 氏も E 氏も言う。
C 氏は市内の木材市場で広葉樹を積極的に集めて






























































（本稿は JSPS 科研費 26780275、17K04123 の
研究成果の一部である。）























6） 2017 年 4 月までは認定 NPO 法人日本グッド・
トイ委員会。




8） 2016 年 11 月 30 日、新宿区文化観光課、環境対
策課への聞きとり調査による。
9） 6 つはトイデザイナーのデザイン、3 つは木工職
人のデザインであった。
10） 2016 年 11 月 30 日、新宿区子ども家庭課への聞
きとり調査による。
11） 2016 年 11 月 7 日、B 氏への聞きとり調査による。
12） E 氏は 2017 年から新宿区の仕事にも参入した。
自身でデザインも手がけた製品を新宿区のカタロ
グに掲載している。
13） 2016 年 11 月 9 日、A 氏への聞きとり調査による。
14） 2016 年 11 月 7 日、C 氏への聞きとり調査による。
15） 2016 年 11 月 7 日、C 氏への聞きとり調査による。
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